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0 153,692
住宅・建築物耐震改修等事業　国庫補
助金１/3                (地方債9/10)

0
0

2,601

住宅・建築物耐震改修等事業　国庫補
助金１/3、（合併支援補助金100％申請
予定）

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

住宅・建築物耐震改修等事業　国庫補
助金１/3 　            (地方債9/10)
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事業費計(A)

人件費（Ｂ）

昭和55年築の旧耐震基準による建築物に対し、耐震性を確保し、災害時の拠点施設としての機能を果たす必要があるた
め。

災害時拠点施設としての機能を発揮し、市民が安心して利用できる公共施設となる。

競争入札を行うことにより、事業費の縮減に成果をあげる。
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平成２２年度 計画内容平成２１年度 計画内容平成１８年度 決算内容

市民及び職員の安全確保に努めるとともに、大規模地震等の災害
時の防災拠点となるため、耐震改修することで総合的な防災力の
基盤強化が図れる。
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耐震補強工事
設計管理費1 式 350

　

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 新規 補助 事業類型

ー

平成20年度　耐震診断調査
平成21年度　補強計画及び耐震補強工事実施設計委託
平成22年度　耐震補強工事

阿山支所は、昭和55年築の旧耐震基準による建築物であ
る。安全確保を最優先で維持管理を実施しているが、施設
全体に老朽化が進んでおり、庁舎管理に係る修繕料、維持
管理が高額になってきている。平成20年度には、大規模地
震等の災害時の防災拠点施設となるため、耐震診断を行
い、引き続き平成21年度には、補強計画及び耐震工事実
施設計委託を行う必要がある。

4
年間運営費

Ⅴ

対象等（何を、誰を）

地域住民、来庁者、職員、阿山支所庁舎・多目的集会施設
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根拠法令・要綱等
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耐震診断調査3％、補強計画及び工事実施設計委託
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